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別紙第１ 

 
職員の給与等に関する報告 

 
人事委員会の給与勧告制度は、職員の労働基本権制約に対する代償措置と

して、地方公務員法における情勢適応の原則に基づいて、職員の給与等勤務

条件を社会一般の情勢に適応した適正なものとする機能を有するものである。 
職員の給与については、広く市民の理解を得る必要があり、本委員会が経

済・雇用情勢等を反映して決定される民間従業員の給与との精確な比較を行

い、他の公務員との均衡を考慮し必要に応じて給与勧告をすることにより、

適正な給与水準が確保されると考えている。 
本委員会では、昨年の報告及び勧告後も引き続き、第三者機関としての公

正かつ中立な立場に立って、本市職員及び市内民間従業員の給与、勤務条件、

その他職員の給与決定に関する諸情勢について調査研究を重ねてきた。 
その結果について、次のとおり報告する。 

 
１ 本市職員の給与等について 

本年４月現在における本市職員の給与等の実態を把握し、本市職員の給

与等を検討する基礎資料とするため、行政職給料表(１)、消防職給料表、

医療職給料表、教育職給料表及び学校事務職給料表並びに特定任期付職員

給料表(※)適用職員について、参考資料１頁のとおり「令和７年相模原市

職員給与等実態調査」を実施した。主な調査結果は、次のとおりである。 

（１）職員構成 

ア 適用給料表別職員数                (単位：人) 
適用給料表 令和７年 令和６年 

調
査
対
象
職
員 

行 政 職 給 料 表(１) ３，５２５ ３，５０２ 
消 防 職 給 料 表   ７６６   ７４１ 
医 療 職 給 料 表    １０    １０ 
教 育 職 給 料 表 ２，５９６ ２，６０１ 
学 校 事 務 職 給 料 表    ９３    ９６ 
特定任期付職員給料表     ２     １ 

合計 ６，９９２ ６，９５１ 

行政職給料表(２)   ２３４   ２２９ 
全職員合計 ７，２２６ ７，１８０ 

※特定任期付職員給料表とは、特定任期付職員に適用する給料表をいう(以下同じ。)。 
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イ 適用給料表別平均年齢               (単位：歳) 

適用給料表 令和７年 令和６年 

行政職給料表(１) ４０．４ ４０．４ 

消 防 職 給 料 表 ３７．１ ３７．２ 

医 療 職 給 料 表 ５２．２ ５５．８ 

教 育 職 給 料 表 ３８．６ ３８．７ 

学校事務職給料表 ３７．６ ３７．６ 

特定任期付職員給料表    Ｘ    X 
  ※「Ｘ」は、該当者が２人以下の場合である(以下同じ。)。 

 

（２）給与の支給状況 

ア 適用給料表別平均給与月額             (単位：円) 

適用給料表 令和７年 令和６年 増減額 

行政職給料表(１) ３８７，８０７ ３７６，２０１  １１，６０６ 

消 防 職 給 料 表 ３９６，４５２ ３８６，３６５  １０，０８７ 

医 療 職 給 料 表 ８０６，０３４ ８１４，０１５  △７，９８１ 

教 育 職 給 料 表 ４３０，５８５ ４１７，２２６  １３，３５９ 

学校事務職給料表 ３５３，５１５ ３３９，７９７  １３，７１８ 

特定任期付職員給料表       Ｘ       Ｘ       Ｘ 

 

 

イ 行政職給料表(１)適用職員の平均給与月額の内訳   (単位：円) 

項目 令和７年 令和６年 増減額 

給 料 ３２４，１４６ ３１４，４５４   ９，６９２ 

扶 養 手 当   ７，６７２   ７，６８８     △１６ 

地 域 手 当  ４０，８４４  ３９，６０７   １，２３７ 

住 居 手 当   ６，４８５   ６，５４０    △５５ 

管理職手当   ８，５４８   ７，９１２     ６３６ 

そ の 他     １１３       ０        １１３ 
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ウ 行政職給料表(１)適用職員の級別平均給与月額の内訳 

 図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【参考資料 第１表(２頁)】

 

（３）諸手当の支給状況 

項目 支給されている職員 平均手当額 

扶 養 手 当 ２，７６０人 ３９．５％ ２１，１２４円 

住 居 手 当 １，７４９人 ２５．０％ ２７，１０２円 

管理職手当   ６７８人   ９．７％ ７１，２６０円 

通 勤 手 当 ６，１９４人 ８８．６％ ７，１３８円 

   【参考資料 第３表から第６表まで(１３～１５頁)】 
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【参考資料 第１４表(３１頁)】 

 

２ 民間従業員の給与等について 

本年４月現在における民間従業員の給与等の実態を把握し、本市職員の

給与等を検討する基礎資料とするため、人事院及び都道府県市特別区人事

委員会と共同して、参考資料１６頁のとおり「令和７年職種別民間給与実

態調査」を実施した。主な調査結果は、次のとおりである。 

（１）平均給与月額 

民間従業員の平均給与月額等について、企業規模別、職種別、学歴別

に集計をした。 

その金額等の詳細は、参考資料第８表のとおりとなっている。 

【参考資料 第８表(１８～２７頁)】 

（２）初任給 

新卒事務員と新卒技術者を合算した平均初任給は、大学卒で

２３５，７９５円、短大卒で２０８，９８６円、高校卒で

１９９，５６９円となっている。 

【参考資料 第９表(２８頁)】 

（３）特別給(ボーナス) 

賞与等の特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間に、

平均所定内給与月額の４．６４月分が支給されている。 

【参考資料 第１１表(２９頁)】 

（４）給与改定の状況 

一般の係員についてベースアップを実施した事業所は５５．２％で、

ベースダウンを実施した事業所は０％となっている。 

【参考資料 第１３表(３０頁)】 

（５）通勤手当 

   自動車使用者に対する通勤手当を支給している事業所は９７．０％と

なっている。また、事業所が用意した駐車場を従業員が費用負担なく利

用できる事業所及び従業員が自ら借りた駐車場の利用料に対する通勤

手当を支給している事業所が６７．６％となっている。      
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３ 本市職員の給与と民間従業員の給与との比較 

本年の「相模原市職員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」

の調査結果に基づき、本市職員の給与と民間従業員の給与との比較(公民比

較)を行った。 

なお、人事院は本年の人事院勧告・報告において、行政課題の複雑化・多

様化や厳しい人材獲得競争を踏まえ、公務の職務・職責を重視し、より規模

の大きな企業と比較する必要があるとし、比較対象企業規模を「５０人以上」

から「１００人以上」とした。職員の給与は、他の公務員との均衡も考慮す

る必要があることから、本委員会においても、同様に比較対象企業規模を 

「１００人以上」とすることとした。 

比較結果は、次のとおりである。 

（１）月例給 

月例給の比較に当たっては、本市の事務・技術職のうち行政職給料表(１)

適用職員と民間従業員のうち事務・技術関係職種の従業員とを比較するこ

ととした。また、比較方法には、職員の人数を基準としたラスパイレス方

式を採用した。この方法によって公民比較を行った結果、次のとおり、本市

職員の給与が民間従業員の給与を１３，５９１円(３．５１％)下回っている。 

 

給 与 の 比 較 

民間従業員の給与 

（Ａ） 

職員の給与 

（Ｂ） 

較  差 

（Ａ）－（Ｂ） 

４０１，２４６円 ３８７，６５５円 １３，５９１円 
※新規学卒者については、別途初任給の調査を行っているため、比較には含まれていない。 
※比較対象企業規模の見直しを行わなかった場合の較差は、１２，２６５円(３．１６％)であ 

る。 
 

なお、月例給の比較方法、公民比較における役職段階の対応関係及び比

較給与の範囲の詳細については、参考資料３２、３３頁のとおりである。 
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 ※全国、相模原市ともに令和７年の数値は、１月から６月までの平均である。

（２）特別給(ボーナス) 

民間従業員に対し、昨年８月から本年７月までの１年間に支給された

賞与等の特別給が、平均所定内給与月額の何月分に相当するかを調査し、

これと条例で定められた本市職員の期末手当及び勤勉手当の支給月数の合

計を比較した結果、次のとおり、本市職員の年間支給月数が民間従業員の年

間支給月数を０．０４月分下回っている。 

 

特 別 給 の 比 較 

民間従業員の支給月数 

（Ａ） 

職員の支給月数 

（Ｂ） 

差 

（Ａ）－（Ｂ） 

４．６４月分 ４．６０月分 ０．０４月分 
※比較対象企業規模の見直しを行わなかった場合の民間従業員の支給月数は、４．６０月分であ

る。 
 

なお、特別給の比較方法については、参考資料３４頁のとおりである。 

 

４ 生計費等 

（１）消費支出の動向 

   「家計調査」(総務省)によると、令和７年の相模原市の二人以上の世帯の

うち勤労世帯の1か月間の消費支出は、図２に示すとおり、令和６年より約

１万円増加している。 

 

 図２ 消費支出の推移(暦年平均) 
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（２）物価の動向 

令和７年４月の相模原市の消費者物価指数(総務省)は、図３に示すとお

り、令和６年より３．６ポイント上昇している。 

 

 図３ 消費者物価指数の推移(各年４月) 

※全国、相模原市ともに令和２年平均を１００とした指数である。

 

５ 人事院勧告・報告の概要 

人事院は、本年８月７日、国会及び内閣に対して、一般職の国家公務員の

給与等について報告し、併せて給与の改定について勧告を行った。 

その概要は、１０、１１頁のとおりである。 

 

６ 本年の給与改定等に関する考え方 

（１）月例給 

公民比較を行った行政職給料表(１)については、３(１)のとおり、本市

職員の給与が民間従業員の給与を１３，５９１円(３．５１％)下回ってい

ることから、民間従業員の給与との均衡を図るため、平均３．７４％引上

げ改定を行うこととする。 

具体的には、若年層に重点を置きつつ、その他の職員も昨年を大幅に上

回る引上げ改定を行うこととする。 
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初任給については、人材確保が喫緊の課題となっていることから、国及

び他自治体の水準を勘案し、高校卒の初任給を１２，３００円、大学卒の

初任給を１２，０００円それぞれ引き上げることとする。 

なお、消防職給料表及び学校事務職給料表については、行政職給料表(１)

との均衡を考慮した引上げ改定を行うこととする。 

教育職給料表については、行政職給料表(１)との均衡を考慮した引上げ

改定を行うとともに、昨年検討が必要とした社会と公務の変化に応じた給

与制度の整備に基づく改定として、３級から５級までの初号近辺の号給を

カットし、これらの級の初号の給料月額を引き上げることとする。 

医療職給料表及び特定任期付職員給料表については、職務の特殊性や人

材確保の観点から、人事院勧告の内容に準じて引上げ改定を行うこととす

る。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額については、それぞ

れの給料表における各級の改定額を踏まえ、引上げ改定を行うこととする。 

 

（２）期末手当及び勤勉手当 

期末手当及び勤勉手当については、３(２)のとおり、本市職員の年間支

給月数が民間従業員の年間支給月数を下回っているため、０．０５月分引

き上げ、４．６５月分とする。 

支給月数の引上げ分は、人事院勧告及び民間の支給状況を勘案して、期

末手当及び勤勉手当に均等に配分することとし、本年度については、１２

月期の期末手当及び勤勉手当の支給月数を引き上げ、令和８年度以降にお

いては、期末手当及び勤勉手当のそれぞれの支給月数が６月期及び１２月

期で均等になるように定めることとする。 

また、特定任期付職員及び定年前再任用短時間勤務職員の期末手当及び

勤勉手当については、人事院勧告の内容に準じて支給月数を引き上げるこ

ととする。 
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（３）諸手当 

  ア 初任給調整手当 
 医療職給料表の適用を受ける職員(医師及び歯科医師)の初任給調整手

当については、処遇を確保する観点から、国の水準を踏まえた取扱いと

する。 

 
イ 通勤手当 

人事院は、本年の人事院勧告・報告において、民間の自動車使用者へ

の通勤手当の支給状況を踏まえ、自動車等により通勤することが必要な

職員の負担に配慮して、新たな距離区分の創設、現行の距離区分の支給

限度額の引上げ及び駐車場の利用に対する通勤手当を新設することとし

た。 

本市においては、国の改定の趣旨を踏まえるとともに、公共交通機関

が少ない中山間地域に通勤するため、やむを得ず自動車等を利用してい

る職員がいることなど、本市の実情に応じた制度を検討し、所要の措置

を講ずることが望まれる。 
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(参考)人事院勧告・報告の概要 
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別紙第２ 

 
勧  告 

 
本委員会は、本市職員の給与について、次のとおり勧告する。 

 
１ 給料 

（１）公民較差等に基づく改定 

   行政職給料表(１)、消防職給料表、医療職給料表、教育職給料表及び

学校事務職給料表並びに特定任期付職員給料表を別記第１のとおり改定

すること。 

（２）社会と公務の変化に応じた給与制度の整備に基づく改定 

教育職給料表を別記第２のとおり改定すること。 

   新給料表への切替えは、別記第３の切替要領によること。 

 

２ 期末手当及び勤勉手当 

次の表に掲げる支給割合とすること。 

（１）令和７年１２月期の支給割合            (単位：月分) 

 

 

定年前再任用短時間勤務職員 

以外の職員 

定年前再任用 

短時間勤務職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

特定任期付 

職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

期末手当 1.275 1.075 0.975 0.725 0.625 

勤勉手当 1.075 1.275 0.900 0.525 0.625 
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（２）令和８年６月期以降の支給割合          (単位：月分) 

 

 

定年前再任用短時間勤務職員 

以外の職員 

定年前再任用 

短時間勤務職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

特定任期付 

職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

６

月

期 

期末手当 1.2625 1.0625 0.9625 0.7125 0.6125 

勤勉手当 1.0625 1.2625 0.8875 0.5125 0.6125 

12

月

期 

期末手当 1.2625 1.0625 0.9625 0.7125 0.6125 

勤勉手当 1.0625 1.2625 0.8875 0.5125 0.6125 

 

３ 初任給調整手当 

  医療職給料表の適用を受ける職員(医師及び歯科医師)の初任給調整手当

については、国の水準を踏まえた取扱いとすること。 

 

４ 実施時期 

１の(１)及び３については、令和７年４月１日から実施すること。２の

(１)については、令和７年１２月１日から実施すること。１の(２)及び２

の(２)については、令和８年４月１日から実施すること。 
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行政職給料表(1)

職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

 1 190,800 236,200 270,800 313,500 331,600 368,200 419,200 470,200 523,500

 2 191,900 237,300 271,800 315,100 333,500 369,900 421,100 475,400 530,200

 3 193,100 238,500 272,800 316,600 335,300 371,600 422,800 480,300 535,300

 4 194,200 239,700 273,800 318,100 337,200 373,300 424,300 485,100 539,500

 5 195,300 240,900 274,800 319,600 339,100 375,100 426,000 489,200 542,900

 6 196,400 242,300 275,800 321,200 340,900 376,900 427,800 492,600 546,100

 7 197,500 243,700 276,800 322,900 342,700 378,700 429,600 495,500 549,000

 8 198,600 245,100 277,800 324,700 344,600 380,500 431,400 498,000 551,500

 9 199,700 246,100 278,600 326,100 346,400 382,300 433,200 500,000 553,500

10 201,400 247,300 279,600 327,900 348,200 384,100 434,700

11 203,100 248,500 280,600 329,600 350,100 386,000 436,200

12 204,800 249,500 281,600 331,400 351,900 387,600 437,800

13 206,300 250,500 282,600 332,400 353,600 389,300 439,300

14 208,000 251,700 283,600 334,200 355,300 390,900 440,600

15 209,700 252,800 284,800 335,900 357,000 392,600 441,900

16 211,400 254,000 286,000 337,600 358,600 394,300 443,100

17 212,900 255,300 287,100 338,800 360,200 395,800 444,300 0 0

18 214,500 256,400 288,400 340,500 361,800 397,400 445,600 0 0

19 216,200 257,500 289,700 342,200 363,400 399,100 446,900 0 0

20 217,900 258,500 291,000 343,900 365,000 400,500 448,100 0 0

21 219,400 259,400 292,000 345,000 366,500 402,300 449,300 0 0

22 221,200 260,600 293,200 346,800 368,000 403,700 450,100 0 0

23 223,000 261,800 294,500 348,600 369,500 405,200 450,900 0 0

24 224,800 262,800 295,900 350,400 371,000 406,700 451,700 0 0

25 226,500 263,900 297,100 351,500 372,800 408,000 452,300 0 0

26 227,900 264,900 298,600 353,100 374,500 409,200 453,000 0 0

27 229,300 265,900 300,200 354,700 376,300 410,400 453,700 0 0

28 230,700 266,900 301,800 356,400 378,000 411,500 454,400 0 0

29 231,900 267,600 303,200 357,700 379,400 412,500 455,200 0 0

30 233,000 268,300 304,700 359,500 380,600 413,700 456,000 0 0

31 234,000 268,900 305,900 361,300 381,900 414,900 456,400 0 0

32 235,000 269,500 307,400 363,200 383,200 416,000 457,100 0 0

33 236,100 270,300 308,600 364,200 384,500 416,700 457,600 0 0

34 237,200 271,100 310,000 365,500 385,400 417,400 458,000 0 0

35 238,200 271,800 311,300 367,000 386,500 418,100 458,400 0 0

36 239,200 272,500 312,700 368,400 387,500 418,800 458,800 0 0

37 240,200 273,200 314,000 369,700 388,200 419,400 459,200 0 0

38 241,000 274,100 315,200 370,500 389,100 420,000 459,500 0 0

39 241,800 274,800 316,300 371,700 390,000 420,500 459,800 0 0

40 242,700 275,500 317,400 372,600 390,800 420,800 460,100 0 0

41 243,400 276,300 318,500 373,500 391,600 421,200 460,400 0 0

42 244,200 277,100 319,600 374,600 392,400 421,500 460,700 0 0

43 244,900 277,800 320,700 375,400 393,200 421,800 461,000 0 0

44 245,500 278,700 321,900 376,400 394,000 422,100 461,300 0

別記第１

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

45 246,100 279,500 322,900 377,200 394,600 422,300 461,600 0

46 246,600 280,300 324,200 377,900 395,300 422,500 0

47 247,100 281,200 325,600 378,600 396,000 422,800 0

48 247,600 282,000 327,100 379,200 396,700 423,100 0

49 248,300 282,900 328,500 379,600 397,200 423,400

50 248,800 283,700 330,100 380,200 397,800 423,700

51 249,400 284,600 331,700 380,900 398,400 424,000

52 249,900 285,500 333,200 381,600 399,100 424,200

53 250,200 286,200 334,600 381,900 399,400 424,400 0

54 250,700 286,900 335,600 382,500 400,000 424,600 0

55 251,200 287,700 336,800 383,100 400,600 424,900 0

56 251,600 288,500 338,000 383,800 401,200 425,100 0

57 251,900 289,300 338,700 384,100 401,600 425,300 0

58 252,400 290,000 339,400 384,600 402,200 425,500 0 0

59 252,800 290,800 340,200 385,300 402,700 425,700 0

60 253,300 291,600 340,900 385,900 403,300 425,900 0

61 253,600 292,400 341,800 386,200 403,600 426,100 0

62 254,100 293,000 342,200 386,700 404,100 426,300 0 0

63 254,600 293,600 342,800 387,400 404,600 426,500 0 0

64 255,000 294,300 343,500 388,000 405,100 426,700 0 0

65 255,400 295,000 344,300 388,400 405,500 426,900 0 0

66 255,800 295,700 345,000 388,900 406,100 427,100 0 0

67 256,200 296,400 345,700 389,500 406,600 427,300 0 0

68 256,600 297,100 346,400 390,000 407,200 427,400 0 0 0

69 257,000 297,700 346,800 390,400 407,600 427,500 0 0 0

70 257,400 298,500 347,400 391,000 408,000 427,700 0 0 0

71 257,800 299,200 347,900 391,500 408,400 427,900 0 0 0

72 258,200 300,000 348,500 391,800 408,800 428,000 0 0 0

73 258,600 300,700 348,800 392,200 409,100 428,100 0 0 0

74 259,000 301,000 349,200 392,700 409,400 0 0 0

75 259,400 301,300 349,500 393,000 409,700 0 0 0

76 259,800 301,700 350,000 393,400 409,900 0 0 0

77 260,200 301,900 350,400 393,800 410,100 0 0 0

78 260,600 302,100 350,900 394,300 410,300 0 0 0

79 261,000 302,300 351,400 394,700 410,500 0 0 0

80 261,400 302,600 351,900 395,100 410,600 0 0 0

81 261,800 302,800 352,200 395,400 410,800 0 0 0

82 262,200 303,000 352,600 395,700 411,000 0 0 0

83 262,600 303,400 353,100 396,000 411,200 0 0 0

84 263,000 303,600 353,500 396,300 411,300 0 0 0

85 263,400 303,900 353,800 396,600 411,500 0 0 0

86 263,800 304,100 354,200 0 0 0 0

87 264,200 304,400 354,700 0 0 0 0

88 264,600 304,800 355,100 0 0 0 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

89 265,000 305,000 355,300 0 0 0 0

90 265,400 305,400 355,700 0 0 0 0

91 265,700 305,700 356,200 0 0 0 0

92 266,000 306,000 356,600 0 0 0 0

93 266,300 306,200 356,800 0 0 0 0

94 0 306,400 357,000 0 0 0 0 0

95 0 306,700 357,400 0 0 0 0 0

96 0 307,100 357,700 0 0 0 0 0

97 0 307,300 358,000 0 0 0 0 0

98 0 307,600 358,400 0 0 0 0 0 0

99 0 307,900 358,800 0 0 0 0 0 0

100 0 308,300 359,200 0 0 0 0 0 0

101 0 308,500 359,700 0 0 0 0 0 0

102 0 308,700 360,100 0 0 0 0 0 0

103 0 309,100 360,500 0 0 0 0 0 0

104 0 309,400 360,900 0 0 0 0 0 0

105 0 309,600 361,400 0 0 0 0 0 0

106 0 309,900 361,800 0 0 0 0 0 0

107 0 310,300 362,100 0 0 0 0 0 0

108 0 310,600 362,400 0 0 0 0 0 0

109 0 310,800 362,800 0 0 0 0 0 0

110 0 311,100 0 0 0 0 0 0

111 0 311,500 0 0 0 0 0 0

112 0 311,800 0 0 0 0 0 0

113 0 312,000 0 0 0 0 0 0

114 0 312,200 0 0 0 0 0 0 0

115 0 312,500 0 0 0 0 0 0 0

116 0 312,900 0 0 0 0 0 0 0

117 0 313,100 0 0 0 0 0 0 0

118 0 313,300 0 0 0 0 0 0 0

119 0 313,600 0 0 0 0 0 0 0

120 0 313,900 0 0 0 0 0 0 0

121 0 314,200 0 0 0 0 0 0 0

122 0 314,400 0 0 0 0 0 0 0

123 0 314,700 0 0 0 0 0 0 0

124 0 315,000 0 0 0 0 0 0 0

125 0 315,300 0 0 0 0 0 0 0

199,300 226,300 268,000 289,000 307,400 333,800 373,500 407,700 460,600

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額
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消防職給料表
職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

 1 209,900 229,700 262,700 299,000 336,400 369,600 400,800 461,900

 2 212,100 231,700 264,000 300,100 338,400 371,500 402,600 465,900

 3 214,300 233,500 265,200 301,200 340,400 373,600 404,200 469,500

 4 216,500 235,400 266,400 302,300 342,200 375,600 405,700 472,500

 5 218,700 237,500 267,700 303,400 343,900 377,500 406,800 475,000

 6 220,900 239,800 269,000 304,800 345,700 379,200 408,600 476,800

 7 223,100 242,300 270,200 305,800 347,600 380,700 410,100 478,100

 8 225,300 244,700 271,400 307,000 349,400 382,400 412,000 479,200

 9 227,300 247,100 272,700 308,100 350,900 384,400 413,500 480,100

10 229,300 248,700 274,000 309,500 352,800 386,000 415,300

11 231,300 250,400 275,200 310,800 354,600 387,900 417,200

12 233,300 252,000 276,500 312,300 356,500 389,600 419,200

13 235,200 253,400 277,600 313,700 358,400 391,300 420,600

14 237,300 254,900 278,900 315,300 360,200 393,200 422,300

15 239,600 256,300 280,200 316,900 362,100 394,800 423,900

16 241,900 257,800 281,400 318,500 363,900 396,500 425,400

17 244,100 259,400 282,500 320,100 365,700 398,100 427,200

18 245,600 260,500 283,500 321,700 367,400 399,900 428,600

19 247,200 261,600 284,600 323,300 369,200 401,600 430,100

20 248,800 262,700 285,600 324,900 371,000 403,200 431,600

21 250,300 263,800 286,400 326,700 372,800 404,900 432,800

22 251,800 265,000 287,200 328,200 374,600 406,700 434,200

23 253,300 266,200 288,000 329,700 376,100 408,700 435,600

24 254,800 267,400 288,900 331,200 377,800 410,600 437,100

25 256,400 268,700 289,500 332,500 379,600 411,900 438,600

26 257,500 270,000 290,100 333,900 381,200 413,200 439,900

27 258,500 271,300 290,700 335,200 382,900 414,600 441,200

28 259,500 272,600 291,400 336,600 384,500 415,800 442,300

29 260,900 273,500 292,000 338,000 386,000 417,300 443,400

30 262,300 274,500 292,600 339,400 387,600 418,200 444,200

31 263,600 275,700 293,100 340,900 389,200 419,200 445,000

32 264,900 276,900 293,700 342,500 390,800 420,200 445,800

33 266,300 277,900 294,300 343,600 392,400 421,100 446,400

34 267,500 278,800 294,900 345,200 394,100 422,100 447,000

35 268,600 279,500 295,600 346,800 395,800 423,100 447,800

36 269,800 280,400 296,400 348,300 397,500 424,100 448,500

37 271,000 281,300 297,400 349,700 398,800 425,100 449,000

38 272,300 282,000 298,400 351,000 400,400 425,900 449,500

39 273,500 282,800 299,200 352,300 402,000 426,700 450,200

40 274,600 283,500 300,200 353,500 403,600 427,400 450,700

41 275,600 284,100 301,100 354,800 405,000 427,800 451,300

42 276,400 284,800 302,100 356,100 405,900 428,500 451,900

43 277,200 285,500 303,100 357,400 407,000 429,200 452,300

44 278,000 286,200 304,200 358,700 408,000 429,800 452,900

45 278,800 287,100 305,400 359,900 409,100 430,400 453,500

46 279,600 287,800 306,400 361,300 410,200 430,900 453,700

47 280,400 288,500 307,400 362,600 411,200 431,300 453,900

48 281,200 289,200 308,700 363,800 412,300 431,600 454,100

49 281,900 289,800 309,700 365,000 413,300 431,800 454,600

50 282,700 290,400 310,800 366,200 414,100 432,000 454,700

51 283,400 291,000 312,000 367,500 414,900 432,200 454,800

52 284,200 291,700 313,200 368,800 415,700 432,400 455,000

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

53 284,900 292,400 314,400 370,100 416,200 432,600 455,200

54 285,700 293,100 315,600 371,400 416,900 432,800 455,300

55 286,500 293,900 316,800 372,700 417,600 433,000 455,500

56 287,400 294,800 318,000 374,000 418,300 433,200 455,700

57 288,000 295,700 319,200 375,000 418,600 433,400 455,900

58 288,800 296,600 320,400 376,100 419,200 433,600 456,100

59 289,500 297,300 321,600 377,300 419,700 433,800 456,400

60 290,300 298,100 322,800 378,600 420,300 434,000 456,600

61 291,000 299,100 324,000 379,900 420,700 434,200 456,800

62 291,800 300,100 325,200 381,000 421,300 434,400 457,000

63 292,500 301,100 326,400 382,200 421,800 434,600 457,100

64 293,300 302,100 327,500 383,400 422,300 434,800 457,200

65 294,000 303,100 328,500 384,700 422,800 435,100 457,300

66 294,800 304,100 329,500 385,900 423,300 435,300 457,500

67 295,500 305,100 330,700 387,000 423,700 435,500 457,700

68 296,300 306,100 331,900 388,100 424,200 435,700 457,800

69 297,000 307,100 332,900 389,300 424,700 435,900 457,900

70 297,800 308,100 334,200 390,400 425,100 436,100

71 298,500 309,100 335,500 391,600 425,700 436,300

72 299,300 310,100 336,900 392,700 426,100 436,500

73 300,000 311,100 338,200 393,800 426,700 436,700

74 300,800 312,100 339,600 394,300 427,300 436,900

75 301,500 313,000 341,000 394,900 427,800 437,100

76 302,300 314,000 342,300 395,500 428,400 437,200

77 303,000 315,000 343,600 396,000 428,900 437,300

78 303,800 316,000 345,000 396,500 429,200 437,500

79 304,500 317,000 346,400 397,000 429,500 437,700

80 305,300 318,000 347,800 397,600 429,800 437,800

81 306,000 319,000 349,000 397,900 430,100 437,900

82 306,800 320,000 350,300 398,300 430,300

83 307,500 321,000 351,600 398,900 430,500

84 308,300 322,000 352,900 399,400 430,700

85 309,000 323,000 354,300 399,700 430,900

86 309,800 324,000 355,300 400,100

87 310,500 325,000 356,600 400,700

88 311,300 326,000 358,000 401,200

89 312,000 327,000 359,400 401,600

90 312,800 328,000 360,800 402,100

91 313,500 329,000 362,200 402,700

92 314,300 330,000 363,600 403,200

93 315,000 331,000 364,800 403,500

94 315,800 332,000 366,000 403,900

95 316,500 333,000 367,100 404,300

96 317,300 334,000 368,300 404,500

97 318,000 335,000 369,300 404,700

98 318,800 336,000 370,400 405,000

99 319,500 337,000 371,400 405,100

100 320,300 338,000 372,600 405,400

101 321,100 339,000 373,700 405,600

102 321,900 340,000 374,300 405,900

103 322,600 341,000 374,900 406,200

104 323,400 342,000 375,500 406,500

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円 円 円 円

105 324,100 343,000 376,000 406,800

106 324,700 344,000 376,500 407,100

107 325,400 344,900 377,100 407,400

108 326,000 346,000 377,600 407,700

109 326,600 347,000 378,100 408,000

110 327,200 348,000 378,600 408,300

111 327,900 348,800 379,200 408,600

112 328,500 349,800 379,700 408,900

113 329,100 350,800 380,100 409,200

114 329,700 351,600 380,600 409,400

115 330,400 352,500 381,200 409,700

116 331,100 353,500 381,700 410,000

117 331,600 354,600 381,900 410,300

118 332,300 355,100 382,300

119 332,900 355,700 382,800

120 333,600 356,300 383,200

121 334,100 356,800 383,700

122 334,600 357,100 384,200

123 335,100 357,600 384,700

124 335,600 358,000 385,200

125 335,800 358,500 385,400

126 358,900 385,900

127 359,400 386,300

128 359,700 386,800

129 360,200 387,100

130 360,700 387,600

131 361,200 387,900

132 361,600 388,200

133 362,000 388,500

134 362,400 388,900

135 362,700 389,300

136 363,200 389,800

137 363,400 390,000

138 363,700

139 364,100

140 364,600

141 364,800

142 365,200

143 365,600

144 366,000

145 366,200

245,400 257,200 263,600 302,300 320,700 336,700 358,800 395,400

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額
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医療職給料表
職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円

 1 305,600 415,600 470,300 566,200

 2 307,900 418,300 472,300 572,300

 3 310,200 420,900 474,200 577,400

 4 312,400 423,300 476,100 582,100

 5 314,500 425,600 477,500 586,400

 6 318,000 427,800 479,200 590,700

 7 321,500 429,800 481,000 594,100

 8 324,900 431,900 482,800 597,000

 9 328,300 434,000 484,600 599,500

10 331,800 435,500 486,300 601,800

11 335,200 437,000 488,100

12 338,600 438,500 489,900

13 342,000 439,900 491,700

14 345,500 441,300 493,400

15 348,900 442,800 495,200

16 352,300 444,200 497,000

17 355,700 445,500 498,800

18 358,800 447,000 500,700

19 362,000 448,400 502,600

20 365,200 449,800 504,500

21 368,500 451,100 506,400

22 371,600 452,600 508,100

23 374,700 454,000 509,900

24 377,700 455,400 511,700

25 380,800 456,800 513,300

26 383,100 458,200 515,100

27 385,400 459,500 516,900

28 387,600 460,900 518,400

29 389,500 462,300 519,800

30 391,200 463,600 521,500

31 392,900 465,000 523,300

32 394,700 466,400 525,000

33 396,400 467,700 526,500

34 398,200 469,100 527,800

35 399,800 470,400 529,100

36 401,100 471,800 530,400

37 402,500 473,200 531,400

38 403,900 474,900 532,700

39 405,300 476,500 534,000

40 406,700 478,000 535,300

41 408,200 479,600 536,300

42 408,900 480,800 537,100

43 409,500 481,900 537,900

44 410,100 483,000 538,700

45 410,900 484,000 539,600

46 411,500 484,900 540,400

47 412,100 485,800 541,200

48 412,600 486,600 541,900

49 413,100 487,300 542,700

50 413,500 488,000 543,500

51 414,000 488,700 544,200

52 414,400 489,300 545,100

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円

53 414,800 489,900 546,000

54 415,100 490,600 546,800

55 415,400 491,200 547,700

56 415,800 491,800 548,600

57 416,100 492,100 549,400

58 416,500 492,700 550,200

59 416,800 493,300 551,000

60 417,200 494,000 551,700

61 417,600 494,400 552,500

62 417,900 495,000 553,400

63 418,200 495,700 554,300

64 418,500 496,400 555,200

65 418,800 496,800 556,000

66 497,400 556,900

67 498,000 557,800

68 498,500 558,700

69 499,000 559,500

70 499,500 560,400

71 500,000 561,300

72 500,500 562,200

73 500,900 563,000

74 501,400

75 501,800

76 502,200

77 502,700

78 503,300

79 503,800

80 504,200

81 504,700

82 505,300

83 505,900

84 506,400

85 506,900

312,900 356,500 412,800 488,500

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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教育職給料表
職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

 1 207,800 227,900 296,900 330,700 428,400

 2 209,800 230,100 298,900 332,800 429,700

 3 211,600 232,300 300,700 335,000 431,000

 4 213,400 234,600 302,700 336,800 432,200

 5 215,700 236,600 304,700 338,500 433,500

 6 217,800 238,900 306,600 340,600 434,900

 7 220,000 241,200 308,200 342,700 436,400

 8 222,200 243,300 309,600 344,800 438,000

 9 224,400 245,400 311,100 346,900 439,300

10 226,700 247,600 312,700 349,200 440,700

11 229,000 249,800 314,100 351,600 442,100

12 231,300 252,100 315,600 354,200 443,400

13 233,700 254,400 316,900 356,400 444,700

14 236,000 256,000 318,400 358,100 446,000

15 238,300 257,500 319,800 359,900 447,400

16 240,600 259,000 321,200 361,800 448,800

17 242,900 260,600 322,500 363,600 450,000

18 244,700 261,800 324,100 365,100 451,300

19 246,500 262,800 325,800 366,900 452,500

20 248,300 263,900 327,600 368,600 453,800

21 250,100 264,800 329,500 370,000 454,900

22 251,700 265,800 331,500 371,600 456,100

23 253,200 266,900 333,500 373,200 457,200

24 254,700 268,000 335,600 374,800 458,300

25 256,000 269,100 337,600 376,400 459,500

26 257,100 270,700 339,700 378,100 460,700

27 258,200 272,300 341,700 379,700 461,700

28 259,400 273,900 343,600 381,400 462,800

29 260,500 275,300 345,500 382,900 464,100

30 261,400 277,600 347,200 384,500 465,200

31 262,300 279,800 348,900 386,000 466,400

32 263,300 282,000 350,500 387,500 467,500

33 264,300 284,300 352,400 388,800 468,700

34 265,400 286,500 354,000 390,100 469,600

35 266,400 288,600 355,600 391,400 470,400

36 267,500 290,700 357,200 393,200 471,100

37 268,600 292,800 358,900 394,300 471,900

38 269,700 294,700 360,800 395,300 472,700

39 270,900 296,500 362,800 396,600 473,500

40 272,000 298,200 364,700 398,100 474,300

41 273,300 300,100 366,200 399,300 475,100

42 274,300 301,700 368,200 400,400 475,900

43 275,300 303,200 370,100 401,600 476,700

44 276,200 304,700 372,000 403,100 477,500

45 277,200 306,200 373,500 404,600 478,200

46 278,200 307,700 375,100 405,700 479,000

47 279,000 309,400 376,800 407,200 479,800

48 279,800 311,000 378,500 408,600 480,600

49 280,500 312,400 379,800 409,800 481,300

50 281,300 313,800 381,100 411,100 482,100

51 282,100 315,200 382,500 412,400 482,900

52 282,900 316,600 384,100 413,700 483,700

別記第１

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

53 283,700 318,200 385,400 414,900 484,400

54 284,400 320,200 386,700 416,100 485,200

55 284,900 322,200 388,000 417,200 486,000

56 285,700 324,400 389,200 418,200 486,800

57 286,300 326,200 390,400 419,400 487,500

58 287,000 328,200 391,900 420,600 0

59 287,700 330,200 393,400 421,600 0

60 288,400 332,400 394,800 422,600 0

61 289,100 334,600 395,800 423,600 0

62 289,800 336,500 397,000 424,600 0

63 290,500 338,300 398,400 425,600 0

64 291,100 340,200 399,700 426,600 0

65 291,800 341,900 401,000 427,600 0

66 292,500 343,600 402,200 428,700 0

67 293,200 345,200 403,400 429,900 0

68 294,100 346,700 404,600 431,000 0

69 295,000 348,500 405,900 432,000 0

70 295,900 350,400 407,000 433,000 0

71 296,800 352,300 408,300 434,000 0

72 297,800 354,100 409,400 435,000 0

73 298,600 355,800 410,700 435,900 0

74 299,200 357,700 411,700 436,600 0

75 299,900 359,600 412,700 437,300 0

76 300,600 361,500 413,700 438,000 0

77 301,600 363,000 414,500 438,700 0

78 302,500 364,500 415,400 439,400 0

79 303,500 366,000 416,500 440,100 0

80 304,400 367,500 417,600 440,800 0

81 305,200 368,900 418,300 441,500 0

82 306,100 370,300 419,100 442,200 0

83 307,100 371,800 420,000 442,900 0

84 308,000 373,200 420,900 443,600 0

85 308,900 374,400 421,700 444,200 0

86 309,600 375,600 422,600 444,700 0

87 310,400 376,700 423,400 445,300 0

88 311,300 377,800 424,200 446,000 0

89 312,100 378,800 424,800 446,700 0

90 313,000 379,800 425,500 447,300 0

91 314,000 381,000 426,200 447,900 0

92 315,000 382,300 426,900 448,300 0

93 315,600 383,700 427,500 448,700 0

94 316,400 384,800 428,200 449,300 0

95 317,100 386,100 428,900 449,800 0

96 317,800 387,300 429,700 450,400 0

97 318,400 388,200 430,400 450,800 0

98 319,200 389,100 431,200 451,400 0

99 320,000 390,100 432,000 452,000 0

100 321,000 391,000 432,800 452,600 0

101 321,800 391,900 433,400 453,000 0

102 322,800 392,900 434,100 453,600 0

103 323,900 393,900 434,800 454,200 0

104 324,900 394,800 435,400 454,800 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

105 325,500 395,600 436,100 455,200 0

106 326,200 396,400 436,800 455,800 0

107 327,000 397,300 437,500 456,400 0

108 327,700 398,200 438,300 457,000 0

109 328,600 398,900 438,900 457,300 0

110 329,000 399,800 439,300 457,600 0

111 329,400 400,700 439,800 458,000 0

112 329,800 401,500 440,400 458,300 0

113 330,300 402,100 440,900 458,500 0

114 330,600 403,000 441,200 458,800 0

115 331,100 403,900 441,500 459,200 0

116 331,600 404,800 441,800 459,500 0

117 332,000 405,600 442,400 459,700 0

118 332,500 406,300 442,700 460,100 0

119 332,900 407,100 443,000 460,500 0

120 333,300 407,900 443,400 460,800 0

121 333,800 408,500 443,900 461,000 0

122 334,200 409,300 444,300 0 0

123 334,700 410,000 444,600 0 0

124 335,200 410,700 445,000 0 0

125 335,800 411,300 445,500 0 0

126 336,100 412,000 445,800 0 0

127 336,300 412,500 446,200 0 0

128 336,500 413,100 446,500 0 0

129 336,700 413,800 447,000 0 0

130 337,000 414,300 447,200 0 0

131 337,300 414,800 447,500 0 0

132 337,500 415,300 447,900 0 0

133 337,700 415,600 448,100

134 337,900 416,200 448,300

135 338,100 416,800 448,500

136 338,300 417,300 448,700

137 338,600 417,800 449,100

138 338,800 418,400 0

139 339,000 419,000 0

140 339,300 419,600 0

141 339,500 419,900 0

142 339,700 420,500 0

143 339,900 421,000 0

144 340,100 421,600 0

145 340,400 422,000 0

146 340,600 422,400 0

147 340,900 422,700 0

148 341,100 423,200 0

149 341,300 423,500 0

150 341,500 423,900 0

151 341,800 424,400 0

152 342,100 424,700 0

153 342,300 425,100 0

154 342,600 425,500 0

155 342,900 425,900 0

156 343,200 426,200 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

157 343,300 426,500 0

158 343,600 426,800 0

159 343,900 427,100 0

160 344,200 427,500 0

161 344,300 428,100 0

162 344,600 428,400 0

163 344,900 428,700 0

164 345,200 429,100 0

165 345,300 429,500 0

166 0 429,800 0

167 0 430,200 0

168 0 430,500 0

169 0 430,800 0

170 0 431,100 0

171 0 431,400 0

172 0 431,700 0

173 0 432,100 0

174 0 432,400 0

175 0 432,700 0

176 0 433,100 0

177 0 433,500 0

178 0 433,700 0

179 0 433,900 0

180 0 434,100 0

181 0 434,400 0

182 0 434,600 0

183 0 434,800 0

184 0 435,100 0

185 0 435,300 0

242,400 279,900 310,800 342,400 424,400

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額
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学校事務職給料表
職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

 1 190,800 236,200 270,800 313,500 331,600

 2 191,900 237,300 271,800 315,100 333,500

 3 193,100 238,500 272,800 316,600 335,300

 4 194,200 239,700 273,800 318,100 337,200

 5 195,300 240,900 274,800 319,600 339,100

 6 196,400 242,300 275,800 321,200 340,900

 7 197,500 243,700 276,800 322,900 342,700

 8 198,600 245,100 277,800 324,700 344,600

 9 199,700 246,100 278,600 326,100 346,400

10 201,400 247,300 279,600 327,900 348,200

11 203,100 248,500 280,600 329,600 350,100

12 204,800 249,500 281,600 331,400 351,900

13 206,300 250,500 282,600 332,400 353,600

14 208,000 251,700 283,600 334,200 355,300

15 209,700 252,800 284,800 335,900 357,000

16 211,400 254,000 286,000 337,600 358,600

17 212,900 255,300 287,100 338,800 360,200

18 214,500 256,400 288,400 340,500 361,800

19 216,200 257,500 289,700 342,200 363,400

20 217,900 258,500 291,000 343,900 365,000

21 219,400 259,400 292,000 345,000 366,500

22 221,200 260,600 293,200 346,800 368,000

23 223,000 261,800 294,500 348,600 369,500

24 224,800 262,800 295,900 350,400 371,000

25 226,500 263,900 297,100 351,500 372,800

26 227,900 264,900 298,600 353,100 374,500

27 229,300 265,900 300,200 354,700 376,300

28 230,700 266,900 301,800 356,400 378,000

29 231,900 267,600 303,200 357,700 379,400

30 233,000 268,300 304,700 359,500 380,600

31 234,000 268,900 305,900 361,300 381,900

32 235,000 269,500 307,400 363,200 383,200

33 236,100 270,300 308,600 364,200 384,500

34 237,200 271,100 310,000 365,500 385,400

35 238,200 271,800 311,300 367,000 386,500

36 239,200 272,500 312,700 368,400 387,500

37 240,200 273,200 314,000 369,700 388,200

38 241,000 274,100 315,200 370,500 389,100

39 241,800 274,800 316,300 371,700 390,000

40 242,700 275,500 317,400 372,600 390,800

41 243,400 276,300 318,500 373,500 391,600

42 244,200 277,100 319,600 374,600 392,400

43 244,900 277,800 320,700 375,400 393,200

44 245,500 278,700 321,900 376,400 394,000

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

45 246,100 279,500 322,900 377,200 394,600

46 246,600 280,300 324,200 377,900 395,300

47 247,100 281,200 325,600 378,600 396,000

48 247,600 282,000 327,100 379,200 396,700

49 248,300 282,900 328,500 379,600 397,200

50 248,800 283,700 330,100 380,200 397,800

51 249,400 284,600 331,700 380,900 398,400

52 249,900 285,500 333,200 381,600 399,100

53 250,200 286,200 334,600 381,900 399,400

54 250,700 286,900 335,600 382,500 400,000

55 251,200 287,700 336,800 383,100 400,600

56 251,600 288,500 338,000 383,800 401,200

57 251,900 289,300 338,700 384,100 401,600

58 252,400 290,000 339,400 384,600 402,200

59 252,800 290,800 340,200 385,300 402,700

60 253,300 291,600 340,900 385,900 403,300

61 253,600 292,400 341,800 386,200 403,600

62 254,100 293,000 342,200 386,700 404,100

63 254,600 293,600 342,800 387,400 404,600

64 255,000 294,300 343,500 388,000 405,100

65 255,400 295,000 344,300 388,400 405,500

66 255,800 295,700 345,000 388,900 406,100

67 256,200 296,400 345,700 389,500 406,600

68 256,600 297,100 346,400 390,000 407,200

69 257,000 297,700 346,800 390,400 407,600

70 257,400 298,500 347,400 391,000 408,000

71 257,800 299,200 347,900 391,500 408,400

72 258,200 300,000 348,500 391,800 408,800

73 258,600 300,700 348,800 392,200 409,100

74 259,000 301,000 349,200 392,700 409,400

75 259,400 301,300 349,500 393,000 409,700

76 259,800 301,700 350,000 393,400 409,900

77 260,200 301,900 350,400 393,800 410,100

78 260,600 302,100 350,900 394,300 410,300

79 261,000 302,300 351,400 394,700 410,500

80 261,400 302,600 351,900 395,100 410,600

81 261,800 302,800 352,200 395,400 410,800

82 262,200 303,000 352,600 395,700 411,000

83 262,600 303,400 353,100 396,000 411,200

84 263,000 303,600 353,500 396,300 411,300

85 263,400 303,900 353,800 396,600 411,500

86 263,800 304,100 354,200 0

87 264,200 304,400 354,700 0

88 264,600 304,800 355,100 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

89 265,000 305,000 355,300 0 0

90 265,400 305,400 355,700 0 0

91 265,700 305,700 356,200 0 0

92 266,000 306,000 356,600 0 0

93 266,300 306,200 356,800

94 0 306,400 357,000

95 0 306,700 357,400

96 0 307,100 357,700

97 0 307,300 358,000

98 0 307,600 358,400

99 0 307,900 358,800

100 0 308,300 359,200

101 0 308,500 359,700

102 0 308,700 360,100

103 0 309,100 360,500

104 0 309,400 360,900 0 0

105 0 309,600 361,400 0 0

106 0 309,900 361,800 0 0

107 0 310,300 362,100 0 0

108 0 310,600 362,400 0 0

109 0 310,800 362,800 0 0

110 0 311,100 0 0

111 0 311,500 0 0

112 0 311,800 0 0

113 0 312,000 0 0

114 0 312,200 0 0 0

115 0 312,500 0 0 0

116 0 312,900 0 0 0

117 0 313,100 0 0 0

118 0 313,300 0 0 0

119 0 313,600 0 0 0

120 0 313,900 0 0 0

121 0 314,200 0 0 0

122 0 314,400 0 0 0

123 0 314,700 0 0 0

124 0 315,000 0 0 0

125 0 315,300 0 0 0

199,300 226,300 268,000 289,000 307,400

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額
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特定任期付職員給料表

号給　 給料月額

円

1 405,000

2 455,000

3 508,000

4 574,000

5 655,000

※　各給料表の備考は現行どおりとする。
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教育職給料表
職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

 1 207,800 227,900 316,900 356,400 450,000

 2 209,800 230,100 318,400 358,100 451,300

 3 211,600 232,300 319,800 359,900 452,500

 4 213,400 234,600 321,200 361,800 453,800

 5 215,700 236,600 322,500 363,600 454,900

 6 217,800 238,900 324,100 365,100 456,100

 7 220,000 241,200 325,800 366,900 457,200

 8 222,200 243,300 327,600 368,600 458,300

 9 224,400 245,400 329,500 370,000 459,500

10 226,700 247,600 331,500 371,600 460,700

11 229,000 249,800 333,500 373,200 461,700

12 231,300 252,100 335,600 374,800 462,800

13 233,700 254,400 337,600 376,400 464,100

14 236,000 256,000 339,700 378,100 465,200

15 238,300 257,500 341,700 379,700 466,400

16 240,600 259,000 343,600 381,400 467,500

17 242,900 260,600 345,500 382,900 468,700

18 244,700 261,800 347,200 384,500 469,600

19 246,500 262,800 348,900 386,000 470,400

20 248,300 263,900 350,500 387,500 471,100

21 250,100 264,800 352,400 388,800 471,900

22 251,700 265,800 354,000 390,100 472,700

23 253,200 266,900 355,600 391,400 473,500

24 254,700 268,000 357,200 393,200 474,300

25 256,000 269,100 358,900 394,300 475,100

26 257,100 270,700 360,800 395,300 475,900

27 258,200 272,300 362,800 396,600 476,700

28 259,400 273,900 364,700 398,100 477,500

29 260,500 275,300 366,200 399,300 478,200

30 261,400 277,600 368,200 400,400 479,000

31 262,300 279,800 370,100 401,600 479,800

32 263,300 282,000 372,000 403,100 480,600

33 264,300 284,300 373,500 404,600 481,300

34 265,400 286,500 375,100 405,700 482,100

35 266,400 288,600 376,800 407,200 482,900

36 267,500 290,700 378,500 408,600 483,700

37 268,600 292,800 379,800 409,800 484,400

38 269,700 294,700 381,100 411,100 485,200

39 270,900 296,500 382,500 412,400 486,000

40 272,000 298,200 384,100 413,700 486,800

41 273,300 300,100 385,400 414,900 487,500

42 274,300 301,700 386,700 416,100 0

43 275,300 303,200 388,000 417,200 0

44 276,200 304,700 389,200 418,200 0

45 277,200 306,200 390,400 419,400 0

46 278,200 307,700 391,900 420,600 0

47 279,000 309,400 393,400 421,600 0

48 279,800 311,000 394,800 422,600 0

49 280,500 312,400 395,800 423,600 0

50 281,300 313,800 397,000 424,600 0

51 282,100 315,200 398,400 425,600 0

52 282,900 316,600 399,700 426,600 0

別記第２

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

53 283,700 318,200 401,000 427,600

54 284,400 320,200 402,200 428,700

55 284,900 322,200 403,400 429,900

56 285,700 324,400 404,600 431,000

57 286,300 326,200 405,900 432,000

58 287,000 328,200 407,000 433,000

59 287,700 330,200 408,300 434,000 0

60 288,400 332,400 409,400 435,000 0

61 289,100 334,600 410,700 435,900 0

62 289,800 336,500 411,700 436,600 0

63 290,500 338,300 412,700 437,300 0

64 291,100 340,200 413,700 438,000 0

65 291,800 341,900 414,500 438,700 0

66 292,500 343,600 415,400 439,400 0

67 293,200 345,200 416,500 440,100 0

68 294,100 346,700 417,600 440,800 0

69 295,000 348,500 418,300 441,500 0

70 295,900 350,400 419,100 442,200 0

71 296,800 352,300 420,000 442,900 0

72 297,800 354,100 420,900 443,600 0

73 298,600 355,800 421,700 444,200 0

74 299,200 357,700 422,600 444,700 0

75 299,900 359,600 423,400 445,300 0

76 300,600 361,500 424,200 446,000 0

77 301,600 363,000 424,800 446,700 0

78 302,500 364,500 425,500 447,300 0

79 303,500 366,000 426,200 447,900 0

80 304,400 367,500 426,900 448,300 0

81 305,200 368,900 427,500 448,700 0

82 306,100 370,300 428,200 449,300 0

83 307,100 371,800 428,900 449,800 0

84 308,000 373,200 429,700 450,400 0

85 308,900 374,400 430,400 450,800 0

86 309,600 375,600 431,200 451,400 0

87 310,400 376,700 432,000 452,000 0

88 311,300 377,800 432,800 452,600 0

89 312,100 378,800 433,400 453,000 0

90 313,000 379,800 434,100 453,600 0

91 314,000 381,000 434,800 454,200 0

92 315,000 382,300 435,400 454,800 0

93 315,600 383,700 436,100 455,200 0

94 316,400 384,800 436,800 455,800 0

95 317,100 386,100 437,500 456,400 0

96 317,800 387,300 438,300 457,000 0

97 318,400 388,200 438,900 457,300 0

98 319,200 389,100 439,300 457,600 0

99 320,000 390,100 439,800 458,000 0

100 321,000 391,000 440,400 458,300 0

101 321,800 391,900 440,900 458,500 0

102 322,800 392,900 441,200 458,800 0

103 323,900 393,900 441,500 459,200 0

104 324,900 394,800 441,800 459,500 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

105 325,500 395,600 442,400 459,700 0

106 326,200 396,400 442,700 460,100 0

107 327,000 397,300 443,000 460,500 0

108 327,700 398,200 443,400 460,800 0

109 328,600 398,900 443,900 461,000 0

110 329,000 399,800 444,300 0 0

111 329,400 400,700 444,600 0 0

112 329,800 401,500 445,000 0 0

113 330,300 402,100 445,500 0 0

114 330,600 403,000 445,800 0 0

115 331,100 403,900 446,200 0 0

116 331,600 404,800 446,500 0 0

117 332,000 405,600 447,000 0 0

118 332,500 406,300 447,200 0 0

119 332,900 407,100 447,500 0 0

120 333,300 407,900 447,900 0 0

121 333,800 408,500 448,100 0 0

122 334,200 409,300 448,300 0 0

123 334,700 410,000 448,500 0 0

124 335,200 410,700 448,700 0 0

125 335,800 411,300 449,100 0 0

126 336,100 412,000 0 0 0

127 336,300 412,500 0 0 0

128 336,500 413,100 0 0 0

129 336,700 413,800 0 0 0

130 337,000 414,300 0 0 0

131 337,300 414,800 0 0 0

132 337,500 415,300 0 0 0

133 337,700 415,600 0

134 337,900 416,200 0

135 338,100 416,800 0

136 338,300 417,300 0

137 338,600 417,800 0

138 338,800 418,400 0

139 339,000 419,000 0

140 339,300 419,600 0

141 339,500 419,900 0

142 339,700 420,500 0

143 339,900 421,000 0

144 340,100 421,600 0

145 340,400 422,000 0

146 340,600 422,400 0

147 340,900 422,700 0

148 341,100 423,200 0

149 341,300 423,500 0

150 341,500 423,900 0

151 341,800 424,400 0

152 342,100 424,700 0

153 342,300 425,100 0

154 342,600 425,500 0

155 342,900 425,900 0

156 343,200 426,200 0

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員
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職員の区分 職務の級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円 円

157 343,300 426,500 0

158 343,600 426,800 0

159 343,900 427,100 0

160 344,200 427,500 0

161 344,300 428,100 0

162 344,600 428,400 0

163 344,900 428,700 0

164 345,200 429,100 0

165 345,300 429,500 0

166 0 429,800 0

167 0 430,200 0

168 0 430,500 0

169 0 430,800 0

170 0 431,100 0

171 0 431,400 0

172 0 431,700 0

173 0 432,100 0

174 0 432,400 0

175 0 432,700 0

176 0 433,100 0

177 0 433,500 0

178 0 433,700 0

179 0 433,900 0

180 0 434,100 0

181 0 434,400 0

182 0 434,600 0

183 0 434,800 0

184 0 435,100 0

185 0 435,300 0

242,400 279,900 310,800 342,400 424,400

定年前再任
用短時間勤
務職員以外
の職員

定年前再任
用短時間勤
務職員

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額

基準給
料月額
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　令和８年４月１日(以下「切替日」という。)の前日から引き続き在職する職員であって

同日においてその者が属していた職務の級が別表に掲げられているものの切替日における

号給(以下「新号給」という。)は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級及

び受けていた号給(以下「旧号給」という。)に応じて別表に定める号給とする。

別記第３　切替要領
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教育職給料表

３級 ４級 ５級

 1 1 1 １

 2 1 １ １

 3 1 １ １

 4 1 1 １

 5 1 １ １

 6 1 １ １

 7 1 １ １

 8 1 １ １

 9 1 １ １

10 1 １ １

11 1 １ １

12 1 １ １

13 1 1 １

14 ２ ２ １

15 ３ ３ １

16 ４ ４ １

17 ５ ５ 1

18 ６ ６ ２

19 ７ ７ ３

20 ８ ８ ４

21 ９ ９ ５

22 10 10 ６

23 11 11 ７

24 12 12 ８

25 13 13 ９

26 14 14 10

27 15 15 11

28 16 16 12

29 17 17 13

30 18 18 14

31 19 19 15

32 20 20 16

33 21 21 17

34 22 22 18

35 23 23 19

36 24 24 20

37 25 25 21

38 26 26 22

39 27 27 23

40 28 28 24

41 29 29 25

42 30 30 26

43 31 31 27

44 32 32 28

新　　号　　給

別表　号給の切替表

旧号給
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３級 ４級 ５級

45 33 33 29

46 34 34 30

47 35 35 31

48 36 36 32

49 37 37 33

50 38 38 34

51 39 39 35

52 40 40 36

53 41 41 37

54 42 42 38

55 43 43 39

56 44 44 40

57 45 45 41

58 46 46

59 47 47

60 48 48

61 49 49

62 50 50

63 51 51

64 52 52

65 53 53

66 54 54

67 55 55

68 56 56

69 57 57

70 58 58

71 59 59

72 60 60

73 61 61

74 62 62

75 63 63

76 64 64

77 65 65

78 66 66

79 67 67

80 68 68

81 69 69

82 70 70

83 71 71

84 72 72

85 73 73

86 74 74

87 75 75

88 76 76

旧号給
新　　号　　給
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３級 ４級 ５級

89 78 78

90 78 78

91 79 79

92 80 80

93 81 81

94 82 82

95 83 83

96 84 84

97 85 85

98 86 86

99 87 87

100 88 88

101 89 89

102 90 90

103 91 91

104 92 92

105 93 93

106 94 94

107 95 95

108 96 96

109 97 97

110 98 98

111 99 99

112 100 100

113 101 101

114 102 102

115 103 103

116 104 104

117 105 105

118 106 106

119 107 107

120 108 108

121 109 109

122 110

123 111

124 112

125 113

126 114

127 115

128 116

129 117

130 118

131 119

132 120

新　　号　　給
旧号給
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３級 ４級 ５級

133 121

134 122

135 123

136 124

137 125

旧号給
新　　号　　給
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別紙第３ 

 

人事行政に関する報告 

 
 激甚化する自然災害や地球温暖化、全ての団塊の世代が７５歳以上とな

り一層深刻となる少子高齢化の進行等の社会課題に対応し、誰一人取り残

さない社会の実現に向けて、市に求められる役割は多様化・高度化してい

る。 

 本市が市民に信頼され、質の高い行政サービスを提供し続けるためには、

職員(教員を含む。以下同じ。)が高い倫理観や改革意識を持ち、それぞれ

の能力や経験を十分に発揮できる配置や計画的な人材の育成を進める必要

がある。 

 こうした中、本市では、市民ニーズや社会経済情勢の変化等に的確かつ

柔軟に対応するとともに、持続可能な都市経営が可能となる行財政運営の

確立を目指して、職員定数を大幅に増員した。 

 一方で、公務員を取り巻く労働市場は、国や地方自治体間のみならず、

民間企業等との人材獲得競争が激化し、採用が厳しい状況にあるとともに、

働き方に対する考え方の変化に伴う人材の流動化も加速している。 
 今後も労働人口が減少し続ける中で、本市で働きたいと選ばれ、働き続

けたいと思われるように、職員が心身ともに健康で公私にわたり充実でき

る魅力ある職場環境を整備することが重要である。 

 そして、市政を支える職員一人ひとりが大切な財産であり、貴重な「人

財」であるという認識を強く持って人事行政に取り組み、職員のワークエ

ンゲージメントを向上していくことが必要である。 

 これらのことを踏まえ、本委員会は、人事行政に関して次のとおり報告

する。 

 
１ 人材の確保 

（１）現状と課題 
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人材不足を背景に民間企業は、早期内定により学生の確保を図ると

ともに、ＳＤＧｓの実現を見据えた事業展開等の社会貢献度の高い取

組の増加、給与や職場環境の向上が進むなど、公務の魅力の優位性が

薄れており、全国的に公務員志望者が減少している。こうした中、多

くの自治体で様々な職場環境の改善や試験改革が行われている。 

本市でも子育て部分休暇の導入やテレワークの推進とともに、早期

先行枠採用試験や社会人経験者採用選考の対象職種の拡大、復職制度

の実施等に取り組んでいる。また、試験日程の短縮や一部試験内容の

見直しによる試験改革を行い、働きやすさの向上や受験者の負担軽減

に努めているが、受験者数は減少傾向にあり、必要な人員が確保でき

ていない職種もある。 

民間の就職支援企業の学生を対象とした調査によると、公務員の志

望理由として「安定している」「休日がしっかりとれる」「社会・市

民へ貢献できる」等の意見が多いものの、公務員を志望しない理由と

して「試験の難易度や試験対策への不安」等の採用試験に関するもの

と「仕事内容のミスマッチ」「給与待遇」「厳しい職場環境」等の入

庁後の処遇への不安に対するものが多くなっている。 

昨今の公務員を取り巻く労働市場は、民間企業も含め人材獲得競争

が一層し烈となっている中、受験者に“選ばれる自治体”となる取組

が求められている。 

（２）競争力強化 

人材を確保し、質の高い行政サービスを提供し続けるためにも、受

験者数を増やすことが重要であり、既存の概念に捉われず、受験しや

すい試験方法や新たな採用手法を検討するとともに、後述する魅力あ

る職場環境の整備も必要である。 

また、必要な人員が確保できていない土木職では、初任給調整手当

が導入されたが、その他の職種においても受験者数が少なく、採用が

厳しい状況にあり、特に保健所機能を維持するために不可欠な医療職

は危機的な状況である。こうした採用が厳しい状況にある職種につい
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ては、人材確保の観点から、国や他の自治体との均衡を図りつつ、処

遇面での改善も検討するなど、多角的な視点で本市の魅力を高め、競

争力を強化することが重要である。 

なお、国においては、教職の魅力を向上し、優れた人材を確保する

ため、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法等を改正した。この法改正の趣旨を踏まえつつ、本市の実情に応じ

た教員の処遇改善の検討も必要である。 

（３）情報発信 

デジタル時代に適した採用情報サイトとして、本年「相模原市役所

メタバース・オフィス」を開設し、３Ｄ画像による市役所フロアの再

現や職員の常駐日を設け、受験者等が相談しやすい環境をつくるなど

情報発信の強化に取り組んでいる。引き続き、公務員の堅苦しいイメ

ージを払拭するとともに、仕事の内容や働き方をイメージできるよう

内容を充実していくことが必要である。 

また、説明会や交流会等の様々な機会を捉えて、直接職員が対話し、

受験者の疑問や不安を取り除くとともに、公務員を志望していない人

にも関心を持ってもらえるよう積極的な情報発信に努め、受験者を増

やす取組が重要である。 
（４）障がい者雇用 

多様な人材を獲得していく上で、職場環境は重要であり、特に、障

がい者雇用については、合理的配慮に対する理解を職場全体へ浸透さ

せ、それぞれの障がいの特性に応じて働くことができるよう、職員の

意識啓発や施設・設備の充実等に継続して取り組む必要がある。 

 
２ 人材の育成・活用 

（１）現状と課題 

多様化・高度化する行政課題へ的確に対応し、質の高い行政サービ

スを提供するためには、組織力の更なる向上が必要である。そのため

には、職員一人ひとりが自身の能力を把握し、研修等を通じて向上さ
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せることが求められる。また、組織としても、職員が仕事にやりがい

を持って、能力向上への意欲を高く持てる育成環境を整備するととも

に、職員の能力を的確に把握し、最大限に活用できるよう適材適所に

配置することが求められる。 

また、昨年度に任命権者が実施した仕事と家庭の両立・女性職員の

活躍に関するアンケート(学校職員を除く一般職職員の回答。以下

「令和６年度アンケート」という。)において、「管理職を希望する」

との回答が平成３０年のアンケート結果と比べ減少している。回答の

選択肢が前回よりも増えていることから一律に比較はできないが、管

理職を希望しない理由として「やりがいや魅力がない」「業務量が増

えて、家庭と仕事の両立が難しい」との回答が多くあり、管理職の処

遇の改善や業務量の適正化が必要である。 

さらに、近年、人材確保が厳しい状況にある中、人材の流動化が加

速しており、本市においても普通退職者数は増加の一途をたどってい

る。このままでは知識や経験、技術の継承に支障が生じる恐れがあり、

特に、業務の中核を担い、今後の市政運営のけん引役を期待される立

場である中堅職員の退職は、市政運営に大きな影響を及ぼしかねない

ことからも、増加の要因を把握し、離職防止に取り組む必要がある。 
（２）育成環境 

本市では、令和７年度相模原市人材育成実施計画を策定し、「人が

育ち、人を育てる環境の醸成」を重点的な取組の一つとして、マネジ

メントやコーチング、ＯＪＴ等の知識や技術の習得を図る研修等を実

施することとしている。ＯＪＴは職員個々のレベルや状況に合わせた

指導ができるなど、非常に有用な取組であり、コーチングやマネジメ

ント等を組み合わせることで、より効果的なものとなる。指導側のス

キルや姿勢にばらつきがあると、研修の質が安定しないため、今後も

こうした取組を継続していくことが必要である。 

また、職員が主体的にキャリアプランを考える機会を設けるととも

に、習得したい、高めたいと思う知識や能力等の職員ニーズを的確に
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捉え、引き続き研修機会や内容の充実を図り、自発的な能力開発の意

欲向上や支援に取り組むことも重要である。 

（３）モチベーションの維持・向上 

昨年度に任命権者が試行実施したエンゲージメントサーベイでは、

「仕事仲間との関係」や「同僚からの困難時の支援」等の周囲との関

係性は高い傾向にあるが、「ミッション・ビジョンへの共感」や「挑

戦する風土」等の組織との関係性は低い結果となった。 

多くの職員は、社会や市民のために働くことが公務員を選んだ理由

の一つであるはずだが、組織のミッション・ビジョンへの共感が低い

ことに対して経営層は強い危機感を持たなければならない。 

職員は、組織のビジョン等に共感することで、日々の業務が単なる

作業ではなく、使命として取り組めるようになることに加え、モチベ

ーションを向上させることができ、ひいては離職防止にもつながる。

経営層は、職員が共感できるような明確な理念を打ち出し、ぶれない

意思決定や行動を徹底するとともに、職員が自ら貢献したいと思える

ような環境や魅力づくりに取り組むことが重要であり、職員も全体の

奉仕者として果たすべき責務について改めて意識を高く持つことが大

切である。 
また、職員が意欲的に業務に取り組む上で、公平・公正で納得感の

ある人事評価が重要であるが、管理職を希望する職員の減少も組織運

営の課題であり、職務・職責に応じた処遇の改善や業務量の適正化を

検討し、管理職の魅力を向上することも必要である。 

（４）経験・能力の活用 

今後も人材確保が厳しい状況が続いていくことが想定される中、既

存の「人財」が持つ貴重な経験や能力を最大限発揮してもらうための

取組が非常に重要となってくる。 

本市では、庁内公募制度や専任職制度を実施するなど、多様な経験

や能力を有する職員を適材適所に配置し、組織力の向上に努めている

ところであるが、こうした制度の運用状況等を適切に把握・検証する

- 45 -



 

 
 

とともに、必要に応じて見直しを行うことが求められる。 

高齢層職員については、定年引上げ等に伴い、加齢による身体機能

の低下等に配慮しつつ、それぞれが公務で培ってきた貴重な知識、技

術、経験等を十分に発揮できるとともに、後輩職員への継承等にもモ

チベーションを持って取り組めるような処遇の改善や人事配置を行う

ことが重要である。 
（５）離職防止 

本市職員の普通退職者数は近年増加の一途をたどっている。また、

令和６年度アンケートにおいて、「これまでに離職を考えたことがあ

る」との回答が６割を超えており、その原因の一つとして「組織の方

針に不満」「労働時間が長い等、職場環境に不満」との回答がそれぞ

れ３割以上あった。 

人材の流動化を止められないのは時代の潮流であるといえるが、組

織運営や職場環境への不満等の改善が可能なネガティブな理由での退

職者を減らし、職員が「ここで働き続けたい」、退職した職員が「戻

ってきたい」と思える組織となる必要がある。そのためにも、デジタ

ル技術を活用した業務の効率化等の後述する魅力ある職場環境の整備

を図りつつ、地域社会の基盤を支える基礎自治体の重要性を改めて周

知するなど、実効性のある対策を講ずる必要がある。 

 
３ 魅力ある職場環境の整備 

（１）現状と課題 

本市では、長時間労働の是正等の働き方改革を進める上で、「管理

職を除き一月当たりの時間外勤務時間を４５時間以内とすること」

「年次休暇の取得日数を１６日以上とすること」を目標に掲げている。

その実現に向け、テレワークや勤務時間の割振り変更、デジタル技術

を活用した業務の効率化、事務サポートセンターの拡充、スクールサ

ポートスタッフの増員等に積極的に取り組んでいるが、依然として長

時間労働の改善が進んでいない状況である。 
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令和６年度アンケートにおいて、「業務量が多く、慢性的に時間外

勤務を行っている」との回答が約２割ある一方、「時間外勤務をほと

んどしていない」との回答が約３割あり、業務量に偏りが見られる結

果となっている。また、年次休暇の取得推進や時間外勤務を縮減する

ための効果的な取組として「業務量に応じた人員体制の確保」や「事

業の見直し・廃止」を挙げる割合が非常に高かった。そのほか、出

産・育児・介護に係る制度を利用したかったができなかった理由とし

て「業務の都合で取得できなかった」との回答が６割近くあった。 

こうした中、多様化・高度化する市民ニーズや社会経済情勢の変化

等に的確かつ柔軟に対応するとともに、より気兼ねなく育児休業等を

取得しやすい職場環境をつくるため、昨年度、職員定数を大幅に増員

している。また、特に厳しい職場環境にある教員に対しても、「若手

教員による学校現場改善プロジェクト」の提言を受け、働き方改革を

推進するための体制を構築している。 

（２）長時間労働 

長時間労働の是正には、管理監督者や各職員の意識向上とともに、

デジタル技術の活用や事務事業の見直し等の業務の効率化に一層取り

組む必要がある。 
また、多くの職員の声にあるとおり、業務量に応じた人員体制を確

保しなければ、市民ニーズや社会経済情勢の変化に対応しながら、時

間外勤務を縮減していくことは困難であり、「１ 人材の確保」と

「２ 人材の育成・活用」で述べた取組も非常に重要である。 

そのほか、開庁時間の短縮による窓口職場の時間外勤務の縮減等の

働き方改革に取り組む自治体が増えており、本市においても市民への

影響等も踏まえつつ時間外勤務の縮減に向けた更なる検討が必要であ

る。 

（３）教員の職場環境 

教員については、他の職種以上に長時間労働が多い状況が続いてい

るが、将来を担う子どもたちと直接触れ合い、教育する立場であるこ
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とからも心身ともに健康な状態を保てる環境を整えることが急務であ

る。 

こうしたことからも「若手教員による学校現場改善プロジェクト」

で提言されている教員への支援体制の充実やＩＣＴ・民間事業者等の

利活用など、現場の声を踏まえた施策を推進し、教員が子どもたちの

ために教育の質の維持・向上につながる業務に注力でき、生き生きと

活躍できるよう、働き方改革に取り組む必要がある。 

【参考資料 第１７表(３５頁)】 

（４）多様で柔軟な働き方 

仕事と家庭の両立に向けた支援として、出産・育児・介護に係る

様々な制度があり、制度を活用しやすい環境となるよう職員定数の大

幅な増員等に取り組んでいる。しかし、職員の認知度が低い制度もあ

り、一層の周知に取り組むことが必要である。あわせて、取得日数や

対象年齢、対象者の拡大等に取り組む自治体もあることを踏まえ、職

員のニーズに合わせた制度の拡充を検討するとともに、出産・育児・

介護を行う職員だけでなく、周囲で支える職員に対する支援も検討し、

より制度を活用しやすい環境にしていくことが重要である。 

出産・育児・介護に関する休暇制度以外では、リフレッシュ休暇を

導入している自治体や夏季休暇の取得日数・取得期間が本市より有利

な自治体もある。また、勤務制度についても、週休３日が選択できる

フレックスタイム制や勤務間インターバル等を導入する自治体も増え

てきている。こうした多様な働き方を可能とし、プライベート時間の

充実や健康の保持を図ることができる職場環境を整えることも人材を

確保する上で魅力の一つとなることからも、制度の導入や拡充を検討

する必要がある。 

（５）福利厚生等の充実 

「選ばれる自治体」「働き続けたい職場」となるためには、長時間

労働の是正や休暇制度・勤務制度の拡充とともに、福利厚生制度の充

実、庁舎やオフィス環境の整備・改善、公務や通勤、特に交通用具の
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利用が必要な職場等における個人負担の解消等も重要であり、現状の

把握に努め、改善していくことが必要である。 

 
４ メンタルヘルス対策 

（１）現状と課題 

メンタル疾患は、職員本人はもちろんのこと、他の職員や組織全体

の業務にも支障を及ぼしかねないものであり、質の高い行政サービス

を提供するためにも、職員が心身ともに健康で、その能力を十分に発

揮し、公務を適正かつ効率的に遂行することが重要である。 

本市では、「セルフケア」や「ラインケア」の重要性や知識の普及

のため、ストレスチェックを実施し、職員が自らの心身の状態を把握

する機会を提供するとともに、職場ごとの分析結果を所属長へ通知す

るほか、様々な機会を捉えた研修等を実施している。また、産業医や

専門職職員による助言・面接指導等も実施しており、職員本人への支

援や職場環境の改善に取り組んでいる。 

昨年度は、本市におけるメンタル疾患を理由とする長期休業者数が

減少したが、依然として高水準で推移している。また、心身の不調か

ら退職に至るケースもあり、２(５)で述べた離職を考えた原因は、過

度な精神的ストレスや身体的疲労を生じ得るものであり、メンタル疾

患に至る前に対策を講ずる必要がある。 

こうした中、職員定数を大幅に増員し、必要な職員数の確保に努め

るとともに、教員への個別支援の充実と支援体制の整備のため、保健

師の増配も行っている。 

【参考資料 第２２表(３６頁)】 

（２）要因分析と対策 

採用条件の拡大や定年の段階的引上げ等の任用の在り方が変化して

いる中、メンタル疾患に至る要因は一層多様化していくものと考えら

れる。その中でも、職務内容や人間関係等の組織に起因するものにつ

いては、改善を図ることが可能であることが少なくないことから、ス
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トレスチェックの結果やメンタル疾患に至ってしまった職員との面談

等から、要因をより詳細に分析することが必要である。 

その上で、各職場が把握した傾向を踏まえ、メンタル疾患に至る前

に対策を講ずるとともに、関係部署が支援・連携することにより、全

庁的に対策の知識や取組の重要性を広げていくことが大切である。 

また、メンタル疾患に至ってしまった職員に対しても、職員本人の

意向や職場の状況等を踏まえた復帰支援を行い、再発しないよう対応

することが重要である。 

メンタルヘルス対策は、各職場が明るく開かれた雰囲気でコミュニ

ケーションを取りやすく、変化に気づきやすい関係の構築に継続して

取り組むことが大切である。また、各職場だけに対応を任せるのでは

なく、経営層も現状を重く受け止め、長時間労働の是正や業務量に応

じた人員の確保、組織運営に対する理解・共感の向上等、組織全体で

強力に取組を推進することが急務である。 

 
５ ハラスメント対策 

（１）現状と課題 

職場におけるハラスメントは、個人の人格や尊厳を侵害し、心身の

健康を害するほか、業務能率の低下を引き起こすだけでなく、周囲の

職員にも悪影響を及ぼすなど、職場環境の悪化につながるものである。

本市では、ハラスメントの根絶に向けて定義や判断基準等を示したハ

ンドブックの作成、様々な機会を捉えた研修の実施等により周知・啓

発に取り組んでいる。また、内部だけでなく外部にも相談できる窓口

を設置しており、さらに、教員に対しては、相談部署として新たな組

織を設置するなど、相談しやすい環境を整えている。 

こうした取組を行っているものの、昨年度に相模原市コンプライア

ス推進委員会が実施したコンプライアンス職員意識調査(以下「令和

６年度職員意識調査」という。)において、不当要求行為等への対応

として、「所属長の指示に基づき対応」が約５割、「２人以上で対応」
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が約３割に留まるなど、組織としての対応方針が十分に浸透していな

いと考えられる。また、「セクシュアルハラスメントやパワーハラス

メントに該当する可能性のある行為」を過去２年以内に受けたことが

あるとの回答があったこと、さらに残念ながら、今年度にパワーハラ

スメントによる懲戒処分があったことからも、一部の職員にハラスメ

ントに対する理解が十分に浸透していない状況である。 
なお、カスタマーハラスメントについては、「不当要求行為等対応

マニュアル」で、職員の心構えや対応要領等を定めるとともに、研修

も実施し、判断基準や対応スキルの習得に取り組んでいる。 

（２）事前の対策と発生時の対応 

ハラスメントは、職員間だけでなく、子どもや障がいのある方をは

じめとした全ての市民や事業者等に対しても決してあってはならない

ものである。根絶には、職員がハラスメントを正しく理解し、人権侵

害であることを強く認識する必要があり、未然に防止できるよう研修

等を通じた更なる意識向上や相互に指摘しあえる環境づくりが重要で

ある。 

なお、職員によるハラスメントが起きてしまった場合には、被害者

の心情に寄り添った対応・支援を行うことは当然であるが、加害者に

対して厳正な対処をするとともに、個別の研修や自己分析を行わせる

など猛省を促し、二度とハラスメントを起こさせてはならない。 

カスタマーハラスメントについては、各課での事例等の現状把握に

努め、事例と対応策の共有や必要に応じたマニュアルの改訂等、複雑

多様化する迷惑行為に対する組織としての対応を全庁的に周知し理解

を深めることが重要である。また、窓口でのポスター掲示、電話の自

動録音等に加え、近年、条例の制定や基本方針等の策定を行う自治体

も増えてきており、本市においても対外的にカスタマーハラスメント

に対する姿勢を明確に示すなど抑止策を講ずることが必要である。 

職員が安心して働くことができるよう、あらゆるハラスメントを職

場の問題として捉え、一人で抱え込まず、気軽に相談できる環境を整
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えるなど、今後も継続した取組が必要である。 

 
６ コンプライアンスの推進 

（１）現状と課題 

職員は、全体の奉仕者であることを常に意識し、市民から信頼され

る行政の実現に向け、公務内外を問わず、法令遵守や公務員倫理を徹

底したコンプライアンス行動が求められている。特に教員は、教育者

として児童・生徒に模範を示す立場にあり、与える影響の大きさなど

から、より高い倫理観を持ち、自らの行動を厳しく律することが求め

られている。 

本市では、「コンプライアンス推進指針」の改訂や研修の実施等、

職員の意識向上に取り組み、多くの職員が社会的責任を自覚して日々

職務に精励しているが、依然として事務処理ミスや一部の職員による

不祥事が続いている状態である。 

事務処理ミスや不祥事が起きてしまうと、対応するための業務が発

生するだけでなく、失った信頼を取り戻すためにこれまで以上の取組

が必要となる。 

（２）事務処理ミスの防止 
令和６年度職員意識調査において、事務処理ミスが発生する一番の

要因と思うことは「リスク管理体制の不備」次いで「個人の知識・経

験不足」「コミュニケーション不足」という結果であった。また、発

生させない最も有効な手段と思うことは「チェック体制の強化」次い

で「コミュニケーションを良くすること」「業務マニュアルの充実」

という結果であった。 

これまでもダブルチェックの徹底等、チェック体制の強化に取り組

んでいるにも関わらず、十分な体制となっていない要因として、職場

内での意識が浸透せずにチェック体制が機能していない可能性が考え

られる。一方で、業務量の多さによる時間的余裕の無さや集中力の低

下によるチェック漏れ等の可能性も考えられる。 
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また、令和６年度職員意識調査において、「職員同士が気軽に相談

したり意見を言い合ったりできる職場」であることに肯定的な意見が

約９割であるにも関わらず、「コミュニケーション」が要因・有効手

段に挙げられている。また、「知識・経験不足」「業務マニュアルの

充実」について、前任者からの引継が不十分であったり、上司・先輩

等が指導する余裕がないことも考えられることからも、実際に事務処

理ミスを起こしてしまった要因の本質を見極める必要がある。 

その上で、職員への意識啓発を継続するとともに、事務手順の見直

しやデジタル技術等を活用したミスが発生しにくい仕組みづくり、十

分なチェック体制をとることができる環境の整備等の組織としての対

策も検討する必要がある。 

（３）不祥事の防止 

令和６年度職員意識調査において、不祥事が発生する要因と思うこ

とは「個人のモラルの欠如」が、発生させない有効な手段と思うこと

は「コミュニケーションを良くすること」が最も多い結果であった。 

不祥事は、職員本人の資質に起因することも多く、起こしてしまっ

た者の中には、非違行為と認識しながら、自らの行動を抑えられなか

った者もいる。また、公務外で発生することもあるため、上司や同僚

による抑止にも限界がある。 

このため、職員本人の意識を変えていくために、不祥事が職場や社

会、自身の人生に与える影響の大きさを強く認識し、自らの行動を律

するよう継続的な啓発に取り組む必要がある。また、各職場での日頃

のコミュニケーションの中でも不祥事は絶対に起こしてはならないと

いう雰囲気を醸成し、高い倫理観や使命感を持つ職員を育む職場風土

をつくることが大切である。 
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